
公社の歩み

昭和37年（1962年）5月、日本が東京オリンピックを目前に控えた当時、都市部においては高度経済成長を背景に消費環境が大幅に向上
し、大量生産・大量消費・大量廃棄の社会システムによって廃棄物の排出量の増大を招いたため、公社は、東京都の清掃事業を補完すべく、
大規模排出事業者から出される廃棄物の収集・運搬及びその適正な処分を主たる事業として設立されました。

●

その後、河川の水面清掃、清掃工場等の計器保全、粗大ごみの申告受付、産業廃棄物の中間処理など事業拡大を図りながら社会ニーズに応
え、社会の公器としてその役割を担ってきましたが、平成12年（2000年）の都清掃事業の特別区移管、平成20年（2008年）の廃プラスチッ
クのサーマルリサイクルの開始による廃棄物処理量の減少、リサイクルの進展のほか、民間事業者による環境ビジネスの成長など社会経済
状況の変化は、将来を見据えた公社事業のあり方を大幅に見直す契機となりました。

●

東京都環境整備事業協会設立（清掃局内）
事業系廃棄物収集運搬事業開始（～14年）

１９６２

処分場の適正管理事業開始
（15号埋立地 ～85年）

１９７０
東京都環境整備公社に改称
１９７３

江東区潮見に新社屋落成
１９７４

産業廃棄物等受入業務開始
分析測定業務開始（～15年）

１９７８

浄化槽法定検査事業開始（～99年）
１９８０

コンポストセンター運転管理業務開始（～93年）
１９８４

道路清掃事業開始（～97年）
１９８５

河川清掃事業開始
中防不燃ごみ処理センター運転管理業務開始

１９８６

清掃工場等の計器保全事業開始
１９９０

破砕ごみ処理施設運転管理業務開始（～98年）
１９９２

阪神大震災廃棄物処理に職員派遣
ごみ管路収集輸送施設運転管理業務開始
１９９５

粗大ごみ申告受付業務開始
神田情報センター開設
京浜島不燃ごみ処理センター運転管理業務開始

１９９６

城南島エコプラント事業開始（～12年）
廃棄物技術支援事業開始

１９９７

マニラ港放置廃棄物緊急処理を実施
２０００

家電リサイクル受付業務開始
２００１

廃蛍光管類リサイクル事業開始（～19年）
医療廃棄物適正処理モデル事業開始
産業廃棄物適正処理講習会事業開始

２００２

東京都地球温暖化対策推進
ネットワーク事業開始

２００５

東京都環境科学研究所の移管
２００７

東京都地球温暖化防止活動推進
２００８

センターの指定を受け事業開始

中央防波堤外側埋立処分場関連事業の包括受託開始
優良性基準適合認定制度事業開始

２００９

本社を墨田区に移転
施設搬入不適物調査事業開始

２０１０

PCB 廃棄物処理支援事業開始

東日本大震災で発生した

国際協力事業開始

２０１１

災害廃棄物受入処理等支援事業開始（～14年）

公益認定を受け東京都環境公社に改称
２０１２

大島町の災害廃棄物の受入処理支援事業開始（～14年）
２０１３

緊急暑さ対策事業開始
２０１８

東京都清掃研究所開設
１９６０

１９６１
ごみ容器による定時収集作業開始

東京都長期計画
（東京都初の長期計画）

１９６３

夢の島焦土作戦
１９６５

東京都公害研究所開設
（85年に東京都環境科学研究所に改称）

１９６８

東京都公害防止条例制定
１９６９

江東再開発基本構想

東京における自然の保護と回復に関する条例制定
１９７２

中央防波堤内側埋立処分場埋め立て開始

中央防波堤外側埋立処分場埋め立て開始
１９７７

公害局を環境保全局に改称
１９８０

環境影響評価条例制定 大島噴火
１９８６

「東京都環境管理計画」策定
１９８７

臨海部副都心開発計画
１９８８

１９９１
新都庁舎開庁

廃棄物条例制定
１９９２

東京都環境基本条例策定
１９９４

「東京都地球温暖化防止対策地域推進計画」策定
１９９５

事業系ごみ全面有料化
１９９６

「東京都環境基本計画」策定
１９９７

ディーゼル車NO作戦
１９９９

三宅島噴火

環境確保条例制定

「東京都気候変動対策方針」策定
２００７

東京スカイツリー開業
２０１２

伊豆大島
土砂災害
（台風第26号）

２０１３
都民ファーストでつくる『新しい東京』策定
２０１６

「『未来の東京』戦略ビジョン」

「『未来の東京』戦略」

２０１９

「ゼロエミッション東京戦略」策定

「ゼロエミッション東京戦略2020
  Update&Report」策定

第二室戸台風
１９６１

災害対策基本法制定

公害対策基本法制定
（～93年）

１９６７

新・都市計画法制定
１９６８

廃棄物処理法制定
１９７０

水質汚濁防止法制定

自然環境保全法制定
１９７２

第1次オイルショック
１９７３

廃棄物処理法改正
１９７６

第2次オイルショック
１９７８ 浄化槽法制定

１９８３

環境基本法制定
１９９３

１９９５
阪神・淡路大震災

循環型社会形成推進基本法制定
２０００

食品リサイクル法制定

PCB 特別措置法制定
２００１

アメリカ同時多発テロ
環境省設置

産廃特措法制定
２００３

リーマンショック
２００８

東日本大震災
２０１１

小型家電リサイクル法制定
２０１３

東京都地球温暖化防止活動推進センターを
新宿NSビルに移転

２０１５
自然環境の保全事業開始
浄化槽法定検査事業開始

「ごみ戦争」宣言
１９７１

ベルリンの壁崩壊

１９８９
消費税導入（３％）

廃棄物処理法改正

１９９７
消費増税（５％）

家電リサイクル法制定
１９９８

地球温暖化対策推進法制定

都区制度改革（特別区が基礎的自治体に）

清掃事業の区移管

２０００

環境局の発足
東京二十三区清掃一部事務組合設立

消費増税（８％）
２０１４

持続可能な開発目標
SDGs 採択

２０１５
新型コロナウイルス感染症の世界的流行
２０２０

東京2020大会

２０２１
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プラスチック対策事業開始
２０２０

出典：東京都清掃事業百年史

1980 1990 2000 2010 20201960 1970




